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  In recent years, competition in the market is becoming more intense. The life span of the product is 
becoming shorter and shorter, so manufacturing companies are needed to develop new product, ship it to 
the market and sell it quickly. Not only products of mass production but also products of make-to-order 
production are wanted to do same things. So make-to-order products are needed to produce and ship for 
prospects without orders. Even make-to-order products are used common items in many parts, so they 
usually have basic design part and fluctuating parts that are decided by customer. However most of 
companies that make make-to-order products don’t approach standardization of parts, so they can’t plan 
production schedule before they receive orders. This paper proposes a product planning method for 
make-to-order production in advance. Therefore this paper separate basic design parts and fluctuating 
parts to control them by part number and show production planning model. This paper also proposes 
effectiveness of the method thorough a simulation experiments.  
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１．	 はじめに 
近年、市場での競争はますます激しくなってきている。
それにより製品の寿命はどんどん短くなり、製造業を主
としている企業は製品開発を早く進め、市場にいち早く
出荷、販売することが必要とされている。大量生産の製
品だけに関わらず、顧客の特別仕様の製品についても同
様のことが求められるようになっており、注文がなくと
も見込みで生産を行い出荷していく必要が出てきている。
個別受注型の製品であっても基本部分や共通部分がない
製品は少なく、大抵は基本設計部分と顧客要求で確定す
る変動部分に分かれている。しかしながら、個別受注生
産型の製品は部品の標準化や共通化に着手できておらず、
受注前に生産計画が行えている企業はほとんどない。 
そこで本研究では、個別受注生産型製品の生産計画を
見込み型で計画する手法を提案する。また提案モデルの
シミュレーション実験により、提案手法の有効性の検証
を行う。	 
 
２．	 対象とする問題 
（１）個別受注生産	 
個別受注生産（Make-to-Order）は受注確定後に顧客の
要求に応じて製品仕様を決めていく製造戦略である。
図１	 個別受注生産の流れ	 
	 
	 個別受注生産方式により製造する製品の構成品には、
仕様が未確定の構成品が含まれる。未確定仕様の構成品
に対しては設計プロセスにおいて仕様を確定した後に品
番が割り振られるために、それ以前では品番による管理
ができないため計画を見込みで立てることが困難である。	 
（２）基準生産計画 
	 基準生産計画（Master Production Schedule：MPS）
は製造能力と経営資源の所要量を算出する根拠を与え、
生産計画と製造が実際に生産するものとの結びつけを行
う極めて重要な計画ツールである。また、この計画は一
度決めたら変更ができないというわけではない。基準生
産計画はコミュニケーションの道具であり、市場の要求
と製造の製造能力に応じて変更を行うための道具として
用いる。 
	 基準生産計画は、製品群を対象とした生産計画を各エ
ンドアイテムの期間別所要量に展開したものであるため
に、生産計画の制約を受けることになる。また、基準生
産計画通りに生産を進めるためには、必要な部品が必要
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なだけ必要な時に利用可能でなければならない。そのた
めに基準生産計画は、必要な構成部品のスケジュールを
立てるための資材所要量計画（MRP）へと繋がっていく。 
 
 
図２	 基準生産計画の位置付け	 
	 
（３）ラフカット製造能力計画 
	 ラフカット製造能力（Rough-cut Capacity Planning：
RCCP）の目的は、重要な資源が仮基準生産計画に対して
十分利用可能であるかどうかをチェックすることである。
ここでいう重要な資源とは隘路工程、作業者、重要な資
材などを指す。 
仮基準生産計画における生産量と組立や加工にかかる
標準時間から必要製造能力を求め、重要資源での利用可
能能力と比較する。 
（４）タイムフェンス 
	 突然の計画変更を未然に防止するために計画範囲（ホ
ライゾン）を３つの区間に分割し、予め計画の変更が可
能な範囲を不可能な範囲を定めておくために用いられる
のがタイムフェンスである。タイムフェンスは注文タイ
ムフェンスと計画タイムフェンスの２種類が存在する。 
 
 
	 図３	 タイムフェンス及び計画範囲の分類	 
 
	 注文タイムフェンス（Order Time Fence：OTF）はより
現在に近い方に存在するタイムフェンス。現在から注文
タイムフェンスまでの間の計画範囲を固定ゾーンと呼び、
計画変更は不可能である。計画タイムフェンス（Planning 
Time Fence：PTF）は現在から離れた側に位置するタイム
フェンス。注文タイムフェンスと計画タイムフェンスの
間の計画範囲を取引ゾーンと呼び、調整することによっ
て計画変更が可能。計画タイムフェンス以降の計画範囲
を計画ゾーンと呼び、自由に計画を変更することが可能
である。 
（５）予約可能量 
	 基準生産計画をもとにした計画供給量の累積と確定需
用量の累積との差が、新たな注文に対する納期約束に現
実的な根拠を与えることになる。この納期約束に対する
根拠の事を予約可能量（Available To Promise : ATP）と呼
ぶ。予約可能量は必ず顧客注文から算出するために、予
測など不確定要素を含むものは一切加味しない。	 
（６）生産可能在庫量 
	 生産可能在庫量（Capable To Promise : CTP）とは予約
可能量が存在しない場合に用いる手法。CTP では引き当
てられた注文を一旦解除し、資材や製造能力を利用可能
にした後、再スケジュールを行うことで受注引き当て可
能性が新たにないか検討する方法である。取引ゾーン内
でのみ実行可能となる。 
 
３．	 提案手法 
（１）設計品群の設定	 
個別受注生産において、製造計画を立てることが難し
いとされる大きな要因は特定の構成部品が定まらず、
BOM を確立できていないことである。しかし、個別受注
生産においても各製品で共通している部分は多く、未確
定仕様を含む変動部分は一部でしかない。そこで本研究
では変動部分において、過去に設計した機能が近い設計
品をまとめて設計品群とし品番を割り振ることで管理を
可能にする。 
 
図４	 設計品群の構造	 
	 
設計品群を BOM に含んだ場合、その BOM は単一製品の
ものではなく、同じような機能を持つ製品ファミリに対
する BOM となる。 
（２）構成品目に対する MPS の設定 
通常であれば基準生産計画での管理品目は、生産管理
の計画を立てた製品群の各製品に対して設定をするもの
である。しかし、製品ファミリの製品を設定対象とした
場合、構成品数及び構成品の選択オプション数が多けれ
ば多いほど製品の組み合わせパターンは増大することに
なる。 
図５	 設計品群を含むファミリ型製品の品目構成	 
	 
図５のように、共通部品、3 種類の設計品、９種類のオ
プション A、８種類のオプション B からなる製品ファミ
リで従来の通りに各製品に基準生産計画を設定するなら
ば、1×3×9×8＝216 種類の製品が存在することになる。 
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図６	 製品別 BOM の対象数	 
 
一方で、基準生産計画を最終構成品目に対して設定し
た場合は、1+3+9+8＝21 種類の最終構成品に対して計画
管理を行えばよいこととなる。 
このようにファミリ型製品に対して基準生産計画を行
うのであれば、各製品の最終構成品に対して計画管理を
行う方が管理品目を大幅に少なくできる。そのために本
研究の基準生産計画の対象は各製品の最終構成品に設定
する。 
（３）モデルと変数の定義 
本研究では以下のように記号と用語を定義する。	 
a）インデックス	 𝑖  生産品目及び購入資材	 ∈ 𝑃 j  製造設備、生産資源	 ∈ 𝑅 𝑓  ファミリカテゴリ 𝑞  品目カテゴリ 𝑜  オプションカテゴリ 𝑟  資源カテゴリ 𝑡  タイムバケット 𝑃𝐹  製品ファミリ 𝐹𝐶  ファミリ内共通品目	 ⊆ 𝑃 𝐺𝐸  汎用品目	 ⊆ 𝑃 𝑆𝑃  専用品目	 ⊆ 𝑃 𝑂𝑃  オプション品目	 ⊆ 𝑃 𝐷𝐸  設計品目	 ⊆ 𝑃 𝐷𝐸∗  設計品目群	 ⊆ 𝑃 𝑃𝐶  完成品目	 ⊆ 𝑃 
b）マスタ情報	 𝐵𝑂𝑀(𝑖!, 𝑖!) 	 	 	 	 	 品目構成。品目𝑖!を構成する品目 
  𝑖!の数量。0 は購入資材を示す。 𝐵𝑂𝑀!"(𝑖!, 𝑖!)         設計品目構成。設計品目𝑖!を構成 
                     する品目𝑖!の数量。 𝐵𝑂𝑅(𝑖, 𝑗) 	 	 	 	   生産工数。品目𝑖の所属する生産資 
  源𝑗を示す。 𝐵𝑂𝑀!(𝑖, 𝑞)           品目カテゴリ係数。品目𝑖の所属す  
                     る品目カテゴリ𝑞を示す。 𝐹𝐴𝑀(𝑖, 𝑓)           ファミリカテゴリ係数。	 𝑖 ∈ 𝑃𝐶 
    完成品目𝑖の所属するファミリカ  
    テゴリ𝑓を示す。 𝐶𝑂𝑀(𝑖, 𝑓)           共通品目カテゴリ係数。	 𝑖 ∈ 𝐹𝐶 
     ファミリ内共通品目𝑖の所属する    
     ファミリカテゴリ𝑓を示す。 𝐵𝑂𝑅!(𝑗, 𝑟)	 	         資源カテゴリ係数。生産資源𝑗の    
                     所属する資源カテゴリ𝑟を示す。 𝐶𝐴𝑃(𝑗, 𝑡)	 	 	 	      日別製造能力。生産資源𝑗の𝑡期の 
                     製造能力を示す。 𝐿𝑇(𝑖)  製造及び調達リードタイム 𝑈(𝑖)  生産単位（基数） 𝑀(𝑖)  生産数 𝐿𝑂𝑇(𝑖)  製造ロットサイズ 𝑆𝑆(𝑖)  安全在庫 𝑃𝑇𝐹(𝑖)  計画タイムフェンス 𝑂𝑇𝐹(𝑖)  注文タイムフェンス 𝐷𝑇𝐹(𝑖)  設計タイムフェンス 
c）入力情報	 𝐷𝐹(𝑖, 𝑡)      需要予測。品目𝑖の𝑡期の需要予測 
                     値を示す。 𝐴𝐷(𝑖, 𝑡)  確定注文。品目𝑖の𝑡期の確定注文  
                     を示す。	 
d）計算結果	 𝑇𝐷(𝑖, 𝑡)  全体需要。品目𝑖の𝑡期の需要予測     
                     と確定注文の内、値の大きい方を 
                     表す。 𝑃𝐴𝐵(𝑖, 𝑡)      有効在庫。品目𝑖の𝑡期の理論在庫   
                     を示す。実需と予測を考慮する。 𝑃𝐴𝐵!(𝑖, 𝑡)  最大在庫。品目𝑖の𝑡期までの累積 
                     在庫を示す。実需のみ考慮する。 𝐴𝑇𝑃(𝑖, 𝑡)      予約可能量。品目𝑖の𝑡期の ATP  
                     を示す。実需のみ考慮する。 𝐴𝑇𝑃!(𝑖, 𝑡)  最大予約可能量。品目𝑖の𝑡期まで 
                     の累積予約可能量を示す。 𝑀𝑃𝑆(𝑖, 𝑡)  基準生産計画（MPS）。品目𝑖の𝑡期	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 の生産及び受注到着数を示す。 𝑊𝑂𝑅(𝑗, 𝑡)            生産工数。生産資源𝑗の𝑡期の生産	 	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 工数を示す。 
（４）計画手順 
本研究での計画手順を以下に示す。 
a）設計品目マスタ情報の設定 
手順 1-1	 
設計品目マスタ情報の設定をする。	 
手順 1-2	 
設計品目𝐷𝐸において、ファミリカテゴリ𝑓	 が等しい品目
を設計品群	 𝐷𝐸∗ ⊇ 𝐷𝐸	 とする。	 
手順 1-3	 
設計品目群を完成品の構成品に追加し、設計品目群の設
定は完了である。	 𝐷𝐸∗ ⊆ 𝑃 
b)	 仮基準生産計画の作成 
手順 2-1	 
マスタ情報の設定をする。	 
手順 2-2	 
基準生産計画の範囲𝑥において１期から𝑥期まで総需要予
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測値を設定する。	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 𝐷𝐹 𝑖, 𝑡!!!! 𝐵𝑂𝑀(𝑖!, 𝑖!)	 	 	 	 	 	 	 (1)	 	 	 
	 
手順 2-3	 𝑥期までの各期に、総需要予測値	 𝐷𝐹 𝑖, 𝑡!!!! 𝐵𝑂𝑀(𝑖!, 𝑖!)	 
を𝑥等分し割り当て、各期の総需要予測値の平均𝐷𝐹! 𝑖, 𝑡
を求める。	 
	 
	 	 	 	 	 	 	   𝐷𝐹! 𝑖, 𝑡 = 𝐷𝐹 𝑖, 𝑡!!!! 𝐵𝑂𝑀(𝑖!, 𝑖!)/  𝑥	 	 	 	 	 (2)	 
	 
手順 2-4	 
各期の総需要予測値の平均𝐷𝐹! 𝑖, 𝑡 と確定注文の量𝐴𝐷 𝑖, 𝑡 を比較し値の大き方を各期の全体需要𝑇𝐷 𝑖, 𝑡 と
する。	 
	 	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 𝑇𝐷 𝑖, 𝑡 = max 𝐷𝐹 𝑖, 𝑡 ,𝐴𝐷 𝑖, 𝑡 	 	 	 	 	 	 	 	 (3)	 
	 
手順 2-5	 	 
有効在庫𝑃𝐴𝐵(𝑖, 𝑡)を以下の式で計算する。	 
ただし第１期目の有効在庫𝑃𝐴𝐵(𝑖, 𝑡)を求めるには初期在
庫を用いる。	 
	 
	 	 	 𝑃𝐴𝐵 𝑖, 𝑡 = 𝑃𝐴𝐵 𝑖, 𝑡 − 1 +𝑀𝑃𝑆 𝑖, 𝑡 − 𝑇𝐷 𝑖, 𝑡 	 	 	 (4)	 
	 
手順 2-6	 
最大在庫𝑃𝐴𝐵!(𝑖, 𝑡)を以下の式で計算する。	 
ただし第１期目の最大在庫𝑃𝐴𝐵! 𝑖, 𝑡 を求めるには初期
在庫を用いる。	 
	     𝑃𝐴𝐵! 𝑖, 𝑡 = 𝑃𝐴𝐵! 𝑖, 𝑡 − 1 +𝑀𝑃𝑆(𝑖, 𝑡) − 𝐴𝐷(𝑖, 𝑡)	 	 (5)	 
	 
手順 2-7	 𝑃𝐴𝐵 𝑖, 𝑡 < 𝑆𝑆(𝑖)となる期において、𝑀𝑃𝑆 𝑖, 𝑡 を設定する。	 𝑀𝑃𝑆 𝑖, 𝑡 は生産ロットサイズ𝐿𝑂𝑇 𝑖 とする。	 
手順 2-8	 
生産工数𝐿𝑂𝐷(𝑗, 𝑡)を以下の式で計算する。	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 𝐿𝑂𝐷 𝑗, 𝑡 = 𝑀𝑃𝑆 𝑖, 𝑡! 𝑊𝑂𝑅(𝑖, 𝑗)	 	 	 	 	 	 	 	 (6)	 
	 𝐶𝐴𝑃 𝑗 と比較する。𝐿𝑂𝐷 𝑗, 𝑡 > 𝐶𝐴𝑃(𝑗)	 であれば、この
時点で負荷率の高い設備に対しては𝐿𝑂𝑇 𝑖 の調整を行う。	 𝐿𝑂𝐷 𝑗, 𝑡 ≤ 𝐶𝐴𝑃(𝑗)	 であれば仮基準生産計画の作成は完
了である。	 
c)	 ATP による納期解答の方法 
手順 3-1	 
最大予約可能量𝐴𝑇𝑃!(𝑖, 𝑡)を以下の式で計算する。ただし𝑡 ≤ 𝑥 ≤ 𝑃𝑇𝐹(𝑖)とする。	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 𝐴𝑇𝑃∗ 𝑖, 𝑡 = 𝑚𝑖𝑛{𝑃𝐴𝐵∗(𝑖, 𝑥)}	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (7)	 
手順 3-2	 
予約可能量𝐴𝑇𝑃(𝑖, 𝑡)を以下の式で計算する。	 
	 	 	 
	 	 	 	 	 	 𝐴𝑇𝑃 𝑖, 𝑡 = 𝐴𝑇𝑃∗ 𝑖, 𝑡 − 𝐴𝑇𝑃∗ 𝑖, 𝑡 − 1 	 	 	 	 	 (8)	 
	 
手順 3-3	 
確定注文がある場合の𝑡 − 𝐿𝑇(𝑖)期において、確定注文𝐶𝑂(𝑖, 𝑡)に対する構成品目の必要数を計算する。	 
	 
	 	 	 𝐵𝑂𝑀!"! (𝑖!, 𝑖!) = 𝐶𝑂(𝑖, 𝑡 − 𝐿𝑇(𝑖))𝐵𝑂𝑀(𝑖!, 𝑖!)	 	 	 	 (9)	 
	 
手順 3-4	 
納期回答が必要な期において、 𝐴𝑇𝑃 𝑖, 𝑡ー𝐿𝑇(𝑖) ≥𝐵𝑂𝑀!"! (𝑖!, 𝑖!)	 となり、ATP が確定注文に必要な構成品
目数を満たしていた場合、手順 3-5 へ。	 𝐴𝑇𝑃 𝑖, 𝑡ー𝐿𝑇(𝑖) < 𝐵𝑂𝑀!"! (𝑖!, 𝑖!)となり、ATP が確定注
文に必要な構成品目数を満たすことができなかった場合
は手順 4-1 へ進み計画を調整する。	 
手順 3-5	 
確定注文が決まったために、有効在庫を手順 2-5 と同様
に計算する。	 
手順 3-6	 
確定注文が決まったために、最大在庫も手順 2-6 と同様
に計算し、手順 5-1 へ。	 
d)	 CTP による計画変更の方法 
手順 4-1	 𝐵𝑂𝑀(𝑖!, 𝑖!)に対する𝐴𝑇𝑃 < 0となっている期において、𝑡 ≤ 𝑂𝑇𝐹(𝑖)であれば固定ゾーン内なので受注引当は不可
能である。	 
取引ゾーン内である𝑡 > 𝑂𝑇𝐹(𝑖)を満たす𝑡期であれば、手
順 4-2 へ進む。	 
手順 4-2	 𝐴𝑇𝑃! 𝑖, 𝑡 − 𝑥 ≥ 𝐴𝑇𝑃(𝑖, 𝑡)   の場合𝑂𝑇𝐹(𝑖) < 𝑡 − 𝑥 	 を満
たす最小の𝑥で、𝑥期前の ATP を以下の式で求める。	 
	 
	 	 	 	 	 𝐴𝑇𝑃′ 𝑖, 𝑡 − 𝑥 = 𝐴𝑇𝑃(𝑖, 𝑡 − 𝑥) − 𝐴𝑇𝑃(𝑖, 𝑡) 	 	 	 	 (10)	 
	 
（ただし𝐴𝑇𝑃′ 𝑖, 𝑡 − 𝑥 ≥ 0	 を満たす範囲内で行うこと）	 
さらに当期の𝐴𝑇𝑃は以下の式で求まる。	 
	 
	 	 	 	 	 𝐴𝑇𝑃! !,! = 𝐴𝑇𝑃 𝑖, 𝑡 + 𝐴𝑇𝑃 𝑖, 𝑡 − 𝑥 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 −𝐴𝑇𝑃′ 𝑖, 𝑡 − 𝑥 	 	 	 	 (11)	 
	 
手順 4-3	 
手順4-2で算出した𝐴𝑇𝑃′ 𝑖, 𝑡   において   𝐴𝑇𝑃’(𝑖, 𝑡) > 0	 な
らば𝐴𝑇𝑃′ 𝑖, 𝑡 = 0となるまで	 
手順 4-2 を繰り返す。ただし𝑡 − 𝑥 = 𝑂𝑇𝐹(𝑖)となればそこ
で終了。	 𝑡 − 𝑥 = 𝑂𝑇𝐹(𝑖)になるまでに𝐴𝑇𝑃′ 𝑖, 𝑡 = 0となれば受注
引当完了。	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𝑡 − 𝑥 = 𝑂𝑇𝐹(𝑖)の時点で𝐴𝑇𝑃′ 𝑖, 𝑡 < 0なら手順4-4へ進む。	 
手順 4-4	 𝐴𝑇𝑃 𝑖, 𝑡 ≥ 0となるよう任意の生産数𝑀 𝑖 を決定しする。	 
	 
	 	 	 	 𝑀𝑃𝑆 𝑖, 𝑡 = 𝑀𝑃𝑆 𝑖, 𝑡 + 𝑈 𝑖 ×𝑀(𝑖)	 	 	 	 	 	 	 (12)	 
	 
この手順 2-8 と同様に𝐿𝑂𝐷(𝑖, 𝑡)を算出し、𝐿𝑂𝐷 𝑖, 𝑡 ≤𝐶𝐴𝑃(𝑗, 𝑡)の場合は受注引当完了。𝐿𝑂𝐷 𝑖, 𝑡 > 𝐶𝐴𝑃(𝑗, 𝑡)の
場合は、負荷の分割しなどで受注引当の可能性はあるが、
本研究では対象としないため受注引当不可能。	 
e)	 設計品群の展開 
手順 5-1	 𝐵𝑂𝑀(𝑖!, 𝑖!)に対する設計品群𝐷𝐸∗において、𝐷𝐸 ⊆ 𝐷𝐸∗で
ある全設計品目の MPS 表を展開する。各設計品𝐷𝐸におけ
るMPS表の項目は𝐷𝐸∗におけるMPS表の項目と同値とする。	 
手順 5-2	 𝐷𝐸 に 対 す る 𝐵𝑂𝑀!"(𝑖!, 𝑖!) に お い て 𝑡 ≤ 𝐷𝑇𝐹 の と き𝐴𝑇𝑃(𝑖, 𝑡) ≥ 0であるならば受注引当可能。	 𝐴𝑇𝑃(𝑖, 𝑡) < 0ならば𝐷𝑇𝐹内で CTP を行う。	 
手順 5-3	 
手順4と同様の方法でCTPを行い𝐴𝑇𝑃(𝑖, 𝑡) ≥ 0であるなら
ば受注引当可能。	 𝐴𝑇𝑃(𝑖, 𝑡) < 0ならば手順 5-4 へ進む。	 
手順 5-4	 
この時点ですでに受注引当は不可能であるが、𝑡 > 𝐷𝑇𝐹と
なる期で負荷を処理することで、この設計品𝐷𝐸を使える
最早日を提示することができる。	 
 
４．	 実証実験 
（１）実験概要	 
本研究で示した手法（CTP）と従来の手法では、未確定仕
様の設計品における選択幅がどれほど異なるか実験で示
した。従来の手法は、注文に対して引当不可能な場合の
不足分を新たな生産（MPS）をすることで対処している。 
各手法に対して、注文をランダムで 30 件ずつ発生させ、
引当可能となる設計品 DE-001、DE-002、DE-003 の数を
調べた。 
（２）実験 
シミュレーションツールを用いて第３章で示した手法及
び従来の手法を用いて実験を行った。結果は以下の通り
である。	 
表１	 実験結果 
	 
	 
（３）考察 
本研究で提案手法を用いることで設計品群に含まれる設
計品目に対して引当可能にすることができると実証した。
固定ゾーン内で３つの設計品が全て引当不可能になって
しま雨場合が多いのは、本実験で初期在庫を設定してい
なかったために、固定ゾーン内での対応ができなかった
と考えられる。また、従来の手法と違い CTP では前の期
の ATP を調整するために、注文の直前の期が固定ゾーン
である場合も計画の変更が不可能だった。固定ゾーンの
直後の期に注文が入った場合のみ従来の手法の方が対応
力は高く、その結果が引当可能な設計品数が０個の時の
差に影響したと考えられる。 
	 
５．	 結論と今後の課題 
（１）結論	 
本研究では、未確定仕様の構成品を含む個別受注生産
における基準生産計画の計画業務をモデル化し、このモ
デルを組み込んだシミュレーションツールを用いて受注
引当手法が有用であることを検証した。また、品番管理
のできていなかった未確定仕様の設計品に対しては、設
計品群としてまとめることで、設計品群の製品ファミリ
ごとの部品表を作ることができ、これに対する基準生産
計画を作成することを可能とした。	 
（２）今後の課題	 
マスタにデータのない設計に対応するために、今回示し
たモデルをさらに発展させ、０からの設計を計画の中に
どのように組み込んでいくのかが最優先の課題である。 
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